
技能実習制度推進事業運営基本方針 新旧対照表 
 

現 行 改 正 案 
技能実習制度推進事業等運営基本方針 

                        

        厚生労働大臣公示 

平成５年４月５ 日      

（平成９年４月 24 日一部改正） 

（平成 12 年７月３ 日一部改正） 

（平成 16 年４月 19 日一部改正） 

（平成 20 年７月 28 日一部改正） 

（平成 22 年１月 22 日一部改正） 

（平成 22 年４月１ 日一部改正） 

（平成 24 年３月 30 日一部改正） 

（平成 25 年２月 12 日一部改正） 

（平成 25 年４月 18 日一部改正） 

（平成 26 年４月１ 日一部改正） 

（平成 27 年１月 23 日一部改正） 

（平成 27 年４月１ 日一部改正） 

（平成27年12月28日一部改正） 

（平成 28 年４月１ 日一部改正） 

 

Ⅱ 各論 
１ （略） 

 
２ 対象技能等 
(1)～(2) （略） 
(3) (2)の対象技能等に係る公的な評価制度（職業能

力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第 44 条第１
項の技能検定（以下「技能検定」という。）を除く。）
については、職業能力開発局長が、有識者により構
成する「技能実習評価試験の整備に関する専門家会
議」を開催し、同会議において、評価の基準、評価
の方法、試験実施体制等を確認の上、認定し、当該
評価制度に係る職種・作業を公表するものとする。 

 

３～６ （略） 

 

７ 修得技能等の評価 

(1) （略） 

(2) 修得技能等の評価の受検手続等 

イ 制度推進事業実施機関は、６の(3)の申し出が

あった場合は、技能実習の内容、受検を希望す

る検定・資格試験等、受検希望時期等に応じ、

公的評価システムを運営する公的評価機関と調

整の上、当該技能実習生に対し受検日等の連絡

を行うものとする。 

ロ 技能実習生は、検定・資格試験等を原則とし

て技能実習１号の期間の４分の３程度を経過し

技能実習制度推進事業等運営基本方針 

                        

        厚生労働大臣公示 

平成５年４月５ 日      

（平成９年４月 24 日一部改正） 

（平成 12 年７月３ 日一部改正） 

（平成 16 年４月 19 日一部改正） 

（平成 20 年７月 28 日一部改正） 

（平成 22 年１月 22 日一部改正） 

（平成 22 年４月１ 日一部改正） 

（平成 24 年３月 30 日一部改正） 

（平成 25 年２月 12 日一部改正） 

（平成 25 年４月 18 日一部改正） 

（平成 26 年４月１ 日一部改正） 

（平成 27 年１月 23 日一部改正） 

（平成 27 年４月１ 日一部改正） 

（平成27年12月28日一部改正） 

（平成 28 年４月１ 日一部改正） 

（平成 29 年３月 31 日一部改正） 

Ⅱ 各論 
１ （略） 

 
２ 対象技能等 
(1)、(2) （略） 
(3) (2)の対象技能等に係る公的な評価制度（職業能

力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第 44 条第１
項の技能検定（以下「技能検定」という。）を除く。）
については、職業能力開発局長が、有識者により構
成する「技能実習評価試験の整備等に関する専門家
会議」を開催し、同会議において、評価の基準、評
価の方法、試験実施体制等を確認の上、認定し、当
該評価制度に係る職種・作業を公表するものとする。 

 

３～６ （略） 

 

７ 修得技能等の評価 

(1) （略） 

(2) 修得技能等の評価の受検手続等 

イ 制度推進事業実施機関は、６の(3)の申し出が

あった場合は、技能実習の内容、受検を希望す

る検定・資格試験等、受検希望時期等に応じ、

公的評価システムを運営する公的評価機関と調

整の上、当該技能実習生に対し受検日等の連絡

を行うものとする。 

ロ 技能実習生は、検定・資格試験等を原則とし

て技能実習１号の期間の４分の３程度を経過し



た後に受けるものとする。 

 

 

 

 

ハ 技能実習生は、イの連絡があった場合は、原

則として在留資格変更申請前に、当該連絡に係

る公的評価システムによる検定・資格試験等を

受検するものとする。 

なお、在留資格の変更の申請前であれば、１

回に限り再受検することができる。 

ニ 実習実施機関は、監理団体がある場合には当

該団体と連携を図りつつ、技能実習生に対して

検定・資格試験等の受検について必要な支援を

行うものとする。 

ホ 公的評価機関は、速やかに検定・資格試験等

の結果を制度推進事業実施機関に対し通知する

ものとする。制度推進事業実施機関は、その結

果を取りまとめ、法務省に報告するものとする。 

(3) 技能実習終了時の修得技能等の評価 

イ 実習実施機関は、技能実習終了までの間に、

技能実習期間全体を通じた成果を確認し、技能

実習生の帰国後のキャリア形成に資することを

目的として、策定した技能実習計画に基づき検

定・資格試験の受検その他の技能評価の手法に

より修得した技能等を評価するものとする。 

ロ 実習実施機関等は、技能実習生が検定・資格

試験等の受検等に必要な援助を行うよう努める

ものとする。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

８～10 （略） 

 

11 制度推進事業実施機関及び職種拡大推進事業実施

機関の役割等 

(1) 制度推進事業実施機関及び職種拡大推進事業

実施機関は、技能実習制度の円滑かつ適正な実施

を図るため、この基本方針により、(2)及び(3)の

委託事業を適切に実施するものとする。また、関

係府省及び関係業界等と連携を図りつつ、監理団

た後に受けるものとする。ただし、技能実習２

号への円滑な移行を図るため、技能実習生の技

能等の修得状況を勘案した上で技能実習１号の

期間の４分の３程度を経過する前に受検するこ

とは、差し支えない。 

ハ 技能実習生は、イの連絡があった場合は、原

則として在留資格変更申請前に、当該連絡に係

る公的評価システムによる検定・資格試験等を

受検するものとする。 

なお、在留資格の変更の申請前であれば、１

回に限り再受検することができる。 

ニ 実習実施機関は、監理団体がある場合には当

該団体と連携を図りつつ、技能実習生に対して

検定・資格試験等の受検について必要な支援を

行うものとする。 

ホ 公的評価機関は、速やかに検定・資格試験等

の結果を制度推進事業実施機関に対し通知する

ものとする。制度推進事業実施機関は、その結

果を取りまとめ、法務省に報告するものとする。 

(3) 技能実習終了時の修得技能等の評価 

イ 実習実施機関は、技能実習終了までの間に、

技能実習期間全体を通じた成果を確認し、技能

実習生の帰国後のキャリア形成に資することを

目的として、策定した技能実習計画に基づき検

定・資格試験の受検その他の技能評価の手法に

より修得した技能等を評価するものとする。 

ロ 実習実施機関等は、技能実習生が検定・資格

試験等の受検等に必要な援助を行うよう努める

ものとする。 

ハ 制度推進事業実施機関は、技能実習２号を終

了する技能実習生から、技能実習２号終了時の

修得技能等の評価のために検定・資格試験の受

検を希望する旨の申し出があった場合には、技

能実習２号への移行を希望する技能実習生に準

じて、必要な支援を行うものとする。 

 

８～10 （略） 

 
11 制度推進事業実施機関及び職種拡大推進事業実施

機関の役割等 

(1) 制度推進事業実施機関及び職種拡大推進事業

実施機関は、技能実習制度の円滑かつ適正な実施

を図るため、この基本方針により、(2)及び(3)の

委託事業を適切に実施するものとする。また、関

係府省及び関係業界等と連携を図りつつ、監理団



体、実習実施機関及び技能実習生に対する支援の

充実を図るものとする。 

(2) 厚生労働省は、技能実習制度の円滑かつ適正な

実施を図るため、次に掲げる事業を内容とする制

度推進事業を、制度推進事業実施機関に委託して

実施する。 

イ 技能実習２号の技能実習計画の評価（６の

(1)） 

ロ 技能実習２号への移行に係る修得技能等の評

価（７の(1)のイ） 

ハ 修得技能等の評価の受検手続の支援（７の

(2)） 

ニ 監理団体及び実習実施機関に対する自主点検

及び巡回指導の実施 

ホ 技能実習指導員の養成 

実習実施機関において技能実習を担当しよう

とする指導員に対し、必要な知識、指導技法等

を修得させるための講習会を開催する。 

ヘ 技能実習生手帳の発給 

技能実習生の在留中の利便を図るため、技能

実習生の心構え、生活、衛生面における情報、

労働関係法令等を記載した技能実習生手帳を作

成し、技能実習生に配付する。 

ト 技能実習生に対する母国語電話相談の実施 

チ 監理団体及び実習実施機関との連絡協議会の

開催 

地方において、監理団体及び実習実施機関に

対し、技能実習制度に係る情報提供、指導等を

行うための連絡協議会を開催する。 

リ 関係行政機関との会議等の開催 

中央及び地方において、関係行政機関との連

携を図るための会議等を開催する。 

(3) 厚生労働省は、技能実習制度の円滑かつ適正な

実施を図るため、次に掲げる事業を内容とする職

種拡大推進事業を職種拡大推進事業実施機関に委

託して実施する。 

イ 技能実習評価試験の整備に関する相談及び申

請に係る各種支援（2 の（3）） 

ロ 帰国した技能実習生を対象とするフォローア

ップ調査 

ハ 不正行為認定時等の実習継続支援の実施（10 

の(2)） 

ニ 地域社会における日本人と技能実習生との共

生等に関する好事例の収集等 

ホ 技能実習生の母国語による修得技能の書面の

体、実習実施機関及び技能実習生に対する支援の

充実を図るものとする。 

(2) 厚生労働省は、技能実習制度の円滑かつ適正な

実施を図るため、次に掲げる事業を内容とする制

度推進事業を、制度推進事業実施機関に委託して

実施する。 

イ 技能実習２号の技能実習計画の評価（６の

(1)） 

ロ 技能実習２号への移行に係る修得技能等の評

価（７の(1)のイ） 

ハ 修得技能等の評価の受検手続の支援（７の

(2)） 

ニ 監理団体及び実習実施機関に対する自主点

検、訪問援助及び巡回指導の実施 

ホ 技能実習指導員の養成 

実習実施機関において技能実習を担当しよう

とする指導員に対し、必要な知識、指導技法等

を修得させるための講習会を開催する。 

ヘ 技能実習生手帳の発給 

技能実習生の在留中の利便を図るため、技能

実習生の心構え、生活、衛生面における情報、

労働関係法令等を記載した技能実習生手帳を作

成し、技能実習生に配付する。 

ト 技能実習生に対する母国語電話相談の実施 

チ 監理団体及び実習実施機関との連絡協議会の

開催 

地方において、監理団体及び実習実施機関に

対し、技能実習制度に係る情報提供、指導等を

行うための連絡協議会を開催する。 

リ 関係行政機関との会議等の開催 

中央及び地方において、関係行政機関との連

携を図るための会議等を開催する。 

(3) 厚生労働省は、技能実習制度の円滑かつ適正な

実施を図るため、次に掲げる事業を内容とする職

種拡大推進事業を職種拡大推進事業実施機関に委

託して実施する。 

イ 技能実習評価試験の整備等に関する相談及び

申請に係る各種支援（2 の（3）） 

ロ 帰国した技能実習生を対象とするフォローア

ップ調査 

ハ 不正行為認定時等の実習継続支援の実施（10 

の(2)） 

ニ 技能実習生の修得技能等を外国語で記載でき

る文書の試行実施等 

ホ 技能実習生の母国語による修得技能の書面の



整備等 

(4) 制度推進事業実施機関は、制度推進事業の効果

的な推進が図られるよう、次に掲げる事業の実施

に努めるものとする。 

イ モデル労働条件通知書の作成及び普及 

実習実施機関において適正な労働条件通知が

実施されるよう、モデル労働条件通知書を作成

し、その普及を図る。 

ロ 日本語教育支援の実施 

監理団体及び実習実施機関が実施する日本語

教育に対し、支援を行う。 

ハ 福利厚生事業の実施 

技能実習生に対し、地域との交流事業等の福

利厚生事業を実施する。 

ニ 教材の支援等 

教材、標準カリキュラム、技能実習計画に係

る助言、支援、各種相談等を実施する。 

(5) 厚生労働省は、制度推進事業実施機関及び職種

拡大推進事業実施機関の名称等を毎年度公表す

る。 

 

附 則 
 この基本方針の改正は、平成 28 年 4 月 1 日から適

用する。 
 

整備等 

(4) 制度推進事業実施機関は、制度推進事業の効果

的な推進が図られるよう、次に掲げる事業の実施

に努めるものとする。 

イ モデル労働条件通知書の作成及び普及 

実習実施機関において適正な労働条件通知が

実施されるよう、モデル労働条件通知書を作成

し、その普及を図る。 

ロ 日本語教育支援の実施 

監理団体及び実習実施機関が実施する日本語

教育に対し、支援を行う。 

ハ 福利厚生事業の実施 

技能実習生に対し、地域との交流事業等の福

利厚生事業を実施する。 

ニ 教材の支援等 

教材、標準カリキュラム、技能実習計画に係

る助言、支援、各種相談等を実施する。 

(5) 厚生労働省は、制度推進事業実施機関及び職種

拡大推進事業実施機関の名称等を毎年度公表す

る。 

 

附 則 
１ この基本方針の改正は、平成 29 年 4 月 1 日から適

用する。 
 
２ この基本方針は、外国人の技能実習の適正な実施

及び技能実習生の保護に関する法律（平成 28 年法律

第 89 号。以下「技能実習法」という。）の施行に伴

う新制度への移行に伴い、その効力を失う。ただし、

技能実習法の施行後も経過措置により引き続き旧制

度の技能実習制度により在留する者（技能実習法附

則第 12 条の規定による改正前の出入国管理及び難

民認定法別表第１の２の表の技能実習の在留資格

（技能実習法附則第 13 条第１項の規定によりなお

従前の例によることとされる場合におけるものを含

む。）をもって在留する者をいう。）に対しては、

なお効力を有する。 
 

 


